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の利益が中心に置かれることになる。そしてその場合には，共通の安全保障への
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のは i集団的安全保障」体制の構築， 殊に北大西洋条約機構 (NATO)の創
設を契機にしてのことであった。この点を最初に見ておこう。
NATOはもともとアメリカによって軍事援助(これは MSA援助として実現色
























































ところから容易に推察される筈である。 ゴード'/(L. Gordon)やホーグ (M.W 
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マーシャノレ・プラ Yに助けられ経済復興を遂げてくるという条件もあフて，
「負担配分の問題は対外援功計画に関する議論の中心的課題」になるに至っ
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GNP J (Nominal GNP)ではなく， 実質購買力によって相互に比較可能な形に
調整した「実質 GNPJ(Real GNP)である。 この点は特に留意しなければな
らない。 何故なら， 実質 GNPをベースにする場合には名目 GNPによる時
よりもアメリカの分担率が低<，西欧諸国のそれが高〈表示されることになる






































共通化と費用の配分とを意味する」お〉。 また， メイソ Yは次のようにも書いて
し、る。 「もし対外援助負担の配分を他の型の負担配分と区別できるなら便利で
ある古，.• それは難しい。 NATO同盟国の間の関係は， ある国が負担配分の
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アメリカ 61.4 55.0 69.2 59.6 66.7 70.4 46.1 64.5 
イギリス 8.5 9.2 7.4 8.7 7.3 7.5 11.9 8.0 
ドイ ツ 7.6 8.8 6.7 8.4 6.8 7.4 11.9 7.9 
フラン久 6.5 7.5 5.6 6.7 5.6 5.8 9.6 6.4 
日 本 4.7 6.8 2.4 5.4 4.6 0.5 5.6 2.3 
カナダ 3.9 3.6 1.0 3.9 3.9 3.8 5.2 3.7 
イタリ 3.7 4.8 1.8 3.6 2.1 1.2 4.3 3.5 
スエーデ γ 1.6 1.6 1.1 1.3 1.1 1.3 1.9 1.3 
オランダ 1.1 1.9 1.2 1.6 1.2 1.4 2.4 1.6 
デンマーク 0.7 0.8 0.6 0.8 0.7 0.7 1.1 0.8 
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(B表〉 1960年D先進10カ国の国際的計画の負担分担率 単位%
関 [ 開発国援助 l防衛
UPul国際凶器お 2国間蜘l多角的機関陸贈与・借持品
11.6 56.9 28.7 60.5 34.5 58.1 41.0 
イギりス 11.6 13.6 18.7 6.7 13.5 8.2 10.9 
ドイ ツ 11.6 16.5 0.3 8.8 7.2 15.2 
プランス 11.6 11.2 14.8 28.9 14.9 17.7 13.1 
日 本 11.6 3.8 0.1 6.2 3.3 
カナダ 11.6 5.4 5.6 2.0 -10 1.6 6.8 
イタリー 11.0 3.9 8.0 0.4 13.1 2.7 6.2 
戸、エー ァ γ 7.0 2.4 3.2 0.9 0.1 
オランダ 7.0 1.8 3.0 1.1 3.2 1.0 3.9 
デンマーク 4.8 1.0 1.5 0.9 0.1 2.9 








してはならないという点が強調される o 1960年には NATO加盟諸国全体の防
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「財政負担国際的再配分基準論の特質 JピY カア、の所論を中心に ]の
名で近く発表する論文に譲ることにしたい。小論からピンカスの著作を生むに
至る負担配分理論の史的発展過程の一端を御理解いただければ幸いである。
31) ]. Pincus， op. cit 
